
【情報提供依頼内容】

 ・基本要件定義の各項目について、対応可否(対応可、代替案、対応不可)をご回答ください。
・基本要件定義の各項目について、意見等がありましたら情報提供してください。
・基本要件定義に記載されていないが、記載することが望ましい事項等がありましたら
　情報提供してください。

給水装置工事管理システム

【 基本要件定義 】

事業者名



基本要件定義書

大分類 小分類 No 機能要件

対応可否
(対応可、代
替案、対応不

可)

備考

業務概要 目的 1

 本業務は、平成16年度から稼働している給水装置工事窓口受付システムが令和８年度までで保守管理が切
れること、現行業務との差異がある入力項目があることなどから、現行業務に合わせてた新システムを構築
し、給水装置工事業務を効率的かつ効果的に行うことで住民サービスの向上を図ることを目的とする。

方針 2

・提供システムは自治体向けパッケージ開発又はスクラッチ開発とする。
・システムの導入形態については、本市のLGWAN接続系にある仮想基盤上での構築とする。
・操作性の優れたシステムでありレスポンス、データの入出力、印刷等の機能の向上が見込めるシステムと
する。
・使用想定最大は本市水道局の職員30名程度、委託職員20名程度

3
オンライン申請への対応又は他システムとの連携をが行えるシステムとする。

4
将来的に下水道と統合された場合でも拡張性のあるシステムであること。

構築内容・期間 体制 5

 プロジェクト体制を提示すること。
 作業全体の指揮命令とプロジェクト管理を行う専任のプロジェクト責任者（プロジェクトマネージャーま
たはプロジェクトリーダー）を設け、その責任者が本市と折衝をするような体制を取ること。
 導入するＯＳ、ミドルウェア及びシステムの構築実績が豊富なＳＥが、プロジェクトメンバーとして実際
の構築にあたること。

プロジェクト責任者 6

 プロジェクト責任者には、設計、構築、進捗、試験の管理を適切に行える知識、技術、資格と実務経験を
有する管理者を配置すること。
 本業務遂行にあたり受注者は、本業務の意図及び目的を十分に理解し、技術面の管理を行うために新規導
入等の経験を有したプロジェクト責任者を選任配置すること。

仕様確認 7
 要件定義書の内容について、本市と受託業者で認識に齟齬がないか確認の上、設計を行うこと。

構築計画 8

 下記項目を含む構築計画（スケジュール含む）を提示すること。作成にあたってはシステム稼働にあわ
せ、工程、人員配置等の計画を策定するものとし、受注者は発注者に対し、最も効率的で確実なスケジュー
ルを提示すること。また発注者及びシステム構築業者（受注者）の役割を明確にすること。

・システム設定
・試験稼動
・操作研修
・データ移行
・本番稼動

開発 9
 開発場所は原則として受託事業者の社内で行い、適用作業のみを本市で行うこと。
 作業場所は市で提供する開発エリアまたはサーバ室とする。

10
 適用作業をする際は本市で用意した端末を使用すること。
 適用作業に使用する有償ソフトウェアが端末側に別途必要な場合は構築作業費にライセンス費用を含める
こと。

定例会 11

 構築予定、実績等の進捗管理を行い、定期的に会議を開催し報告すること。
 進捗報告は月１回以上行うこと。
 構築等に関わる詳細内容等について本市と協議するための打合せを実施すること。

進捗管理 12

 構築の進捗状況を管理し、定期的に報告すること。
 本市の意思決定が必要な事項や、構築中の懸案事項等について、具体的な課題、解決法及びそのメリッ
ト、デメリット、期限等を提示すること。
 本市が期限までに意思決定を行えるよう適切に導くこと。また、本市が対応可能なよう十分な期間を設け
ること。

機能追加・変更要求 13
 本市から明らかに要件定義外となる機能追加や変更要求があった場合、それに係るメリット、デメリッ
ト、費用、期間等について説明をし、合意の元に仕様変更をすること。

議事録 14
打合せ、会議等の後、概ね１週間以内に議事録を作成し、本市の承認を得ること。

メーリングリスト 15
必要に応じて連絡用にメーリングリストを作成すること。環境は受注者が用意すること。

電子データ受け渡し 16
 インターネット経由で概ね10MB以上の電子データの受け渡しをする場合には、本市の所有するファイル
送受信サービス（１回のファイル上限4ＧＢ）を利用すること。

作業量 17
本市において作業を行う人数と期間について提示すること。

検証機設置 18
構築開始後、今後利用する者に操作感を把握してもらうため、または導入するシステムの理解を深めるため
にシステムがインストールされた検証機（デモ機）を一定期間設置すること。

システム要件 システム要件 19
構築するシステムは、既存クラインアント環境においてストレスなく快適に利用ができること。

20
市が現在使用ししているシステムのデータを取り込むことができ、システム上で内容が確認できること。

21
 稼働期間中は更改される各ＯＳ、ブラウザ、ウィルス対策ソフト等の最新バージョンに追加費用無しで速
やかに対応し、最適な状態で利用できるシステムとすること。

22

 仮想クライアントの仕様上、特定の領域(例：ユーザプロファイル・外部共有フォルダ等)以外はファイル
の保存が不可能であるため、クライアント端末へのファイル保存が必要な場合は協議の上で保存先を決める
こと。
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23
導入するシステムは、既にパッケージ化されている製品若しくは開発予定のパッケージ製品とする。

共通機能 24
ユーザIDとパスワードを管理し、それらを用いてログイン処理が行えること。
また、ユーザーの管理にあたってはユーザー権限及びシステム利用期間が任意に設定できること。

25
DBサーバーで保有する情報を任意にcsv等で抽出でき、業務上必要な情報処理が行えること。

26
各種集計情報等、業務上必要なリストを任意出力可能なこと。

機能要件 機能要件 27
機能要件定義書のとおり。

非機能要件 信頼性 28
重要なデータの消去を避けるため必要な対策措置を行うこと。

29
データの整合性を確保するため十分なチェックができる仕様であること。

30
発注者と協力してシステムの動作確認作業を行うこと。

機密性 31
各データはアクセス権を持つ職員のみが利用できること。

32
システム管理機能にてアクセス権限を付与し、かつ更新できること。

33
 不正アクセス及びシステム障害等について、その原因解明のために必要な証跡（アクセスログ等）を記録
すること。及び証跡について任意で出力できること。

拡張性 34
 ＯＳやミドルウェア及びパッケージ製品等についてバージョンアップに対応できる互換性の高い製品を採
用すること。

35
システムのカスタマイズや機能追加が可能な製品であること。

36
利用者や利用業務の増加、又はアクセス増加に対して、柔軟に対応できるシステムであること。

環境 サーバ要件 37
サーバは、発注者が用意する仮想基盤上の仮想マシン（仮想サーバ）を利用すること。

38

 発注者から提供するサーバＯＳは、Windows Server2019ないし2022を予定している。WindowsOSがイ
ンストール完了した状態で引き渡しを行う。受注者はミドルウェア及びソフトウェアなどシステム構築に必
要なものを用意し構築を行うこと。
 別環境を希望する場合は、本市仮想基盤上で稼働することができるものをライセンスを含め調達するこ
と。またライセンス認証済のものをOVF形式で提供すること。
 本市水道庁舎内の設置を想定した物理サーバでの構築は不可とする。

39
 必要な仮想サーバのスペックを別紙「仮想サーバ･ディスク仕様書」で提示すること。なお、仮想ディス
クの割当はシンプロビジョニングで行うことを想定している。

40
ＯＳ等の個別パラメータ設定が必要な場合は、受注者にて実施すること。

ネットワーク 41

市内に自前の光ファイバーを敷設して主要拠点間を10Gbpsで接続している。各施設はギガビットスイッ
チ、端末等の末端は300Mbpsである。主に個人番号利用事務系ネットワーク、ＬＧＷＡＮ接続系ネット
ワーク、学校情報系ネットワークの３系統を使用している。インターネット環境は仮想クライアントからの
接続のみである。

サーバＯＳ 42
Windows Server2019以上で構築し、サポート期限を原則遵守すること。なお、サポート期限終了後も受注
者側でサーバＯＳを含めて保守可能な場合はこの限りではない。

各種ミドルウェア 43
サポート期限を原則遵守すること。なお、サポート期限終了後も受注者側で各種ミドルウェアを含めて保守
可能な場合はこの限りではない。

ロードバランサ 44
必要に応じてアプリケーションサーバの負荷分散を行うこと。本市仮想基盤の機能を使用することも可とす
る。

対応ブラウザ 45
下記ブラウザでシステムを構築できること。
・GoogleCrome（最新版）
・MicrosoftEdge

クライアント要件 46

本市のクライアント環境でシステムの利用が十分に問題なく操作できるように構築すること。
なおクライアント環境は当該システム契約期間中においても各種サポート期限等を理由に変更となることが
想定されるため、特定のソフトウェアやバージョンに依存しないシステムとすること。仮想クライアントは
どの端末が誰に割り振られるか分からないため、クライアントのIPアドレス認証などを利用しているシステ
ムは不可とする。

クライアント環境 端末 47

物理端末and仮想クライアント（VDI）
物理
・IPアドレス・端末名：ログイン時変動
・Windows10（64bit）、Windows11（64bit）

仮想クライアント
・IPアドレス・端末名：固定
・Windows10（64bit）、Windows11（64bit）
※VMware Horizon View 2106のリンククローンにより展開されたVDI。
※プロファイルは、移動ユーザープロファイル及びフォルダリダイレクトを使用。
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48
ブラウザは以下のものとする。
・GoogleCrome（最新版）
・MicrosoftEdge

データ移行 移行 49 既存システムのデータを新システムに移行すること。

ライセンス 利用数 50
・利用職員数   約50人（今後も増える見込み）
・PC台数(LGWAN接続系) 最大約50台 ※仮想クライアントの場合も同様

ライセンス 51
原則ライセンスはフリーとする。ライセンス数を管理する形式のシステムであれば、ユーザへの影響が出な
いように対応すること。

Microsoftライセンス 52

以下のMicrosoft社製品のライセンスは別途調達済みであるため、本構築業務に含めないこと。
・WindowsServer
・WindowsサーバCAL
・RDS CAL
・Office

※SQL Severが必要な場合は、ライセンス費用を含めること。
※OfficeライセンスはクライアントPC分しか調達していないため、
 サーバ上で使用する場合は、ライセンス費用を含めること。

その他ライセンス 53
本構築環境で必要なライセンスを調達すること。
ただし、OracleDBライセンスのうち、Database Standard Edition 2については、本市で調達するため、ラ
イセンス費用から除外すること。また、必要なライセンス数を提示すること。

セキュリティ セキュリティ全般 54

本システムについて、「川口市情報セキュリティポリシー」を遵守すること。

川口市情報セキュリティポリシー参照URL
https://www.city.kawaguchi.lg.jp/soshiki/01020/020/5/1949.html

55
システムの再起動等の保全措置を定期的かつ自動的に実施できるように設定すること。

56
ユーザ認証及びアクセス権限の設定により、利用可能なデータを制限すること。

57
開発中のデータ運搬等における情報保護については技術対策等含め十分配慮すること。

セキュリティ対策 58
セキュリティ脆弱性に関する情報に十分に注意し、最新のセキュリティパッチの適用や定期的なスキャンな
どを必要に応じて実施すること。

59

ウイルス対策や不正アクセス対策などの各種セキュリティ対策を講じること。
パターンファイルやシグネチャ更新、セキュリティパッチなどの配信状況を把握し、必要に応じて速やかに
適用すること。

バックアップ・障害対応 バックアップ・障害対応 60
障害の際には容易に最新のバックアップデータからデータの復元ができること。

61
自動バックアップ機能を有し、日次でバックアップをすること。またバックアップの時間変更など柔軟に対
応できる仕組みとすること。

62
大規模災害等の特別な状況を除き、障害発生から原則24時間以内に障害復旧ができる構成とすること。

63
バックアップや人的オペレーションが不要な処理は夜間の自動実行などを行ってもかまわない。ただし、自
動実行時の異常終了などで業務に支障が出ないようなバックアップ処理機能を実現すること。

仮想基盤によるバックアップの仕組64

仮想マシンのバックアップはVeeam社のVeeamBackup & Replicationで取得する。
データベースのバックアップは、当市より割り当てるバックアップ領域に保存することで、仮想基盤上の仕
組みによりバックアップされる。従ってバックアップ領域に保存するまでの仕組みを構築すること。共有
フォルダの容量には限りがあるため、ルールに従い効率的な管理を行うこと。

本番稼働 本番稼働 65

発注者の了解を得て、システムの本番稼働をすること。
本番稼働時には、構築ＳＥなどプロジェクトメンバーが本市で立ち合い、システムが正常に稼働できている
か確認を行うこと。

運用支援 操作研修 66

下記の対象者向けの研修を行うこと。
・一般職員向け（50名程度）（委託職員含む）（実施回数は１〜２回程度を想定）
・システム管理者向け（5名程度（指定する職員のみ））※簡易的なものでよい。

67
市と協議の上、研修内容及び日程を決定すること。

68
研修会場や機材は本市で準備するものとする。ただし、端末に個別で設定が必要となる場合は、受注者が設
定変更作業を行うこと。

69
一般職員向け及びシステム管理者向けに、研修用のマニュアルを作成し印刷（出席者分）すること。電子
データでも提供すること。

70
研修は本システム及び運用に精通したものが講師を務めること。

稼働サポート 71
導入後運用が安定するまでの一定の期間（１ケ月程度を想定）は、人材を確保しサポートにあたること。
※本市の業務を最優先に実施できる人材を確保できることが望ましい。

マニュアル 72

システム運用に関するクライアント側の操作について、一般職員用及びシステム管理者用に図解した分かり
やすいマニュアルを作成して納品すること。作成レベルにあたっては、発注者の了承を得たものを納品する
こと。

https://www.city.kawaguchi.lg.jp/soshiki/01020/020/5/1949.html
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成果品 システム関連 73

・本システム 一式
（本システムの環境構築を行い利用可能な状態で提供を行うもの）
・本システムを構成するソフトウェア 一式
・本システムに搭載するデータ 一式

ドキュメント関連 74

・ドキュメント一覧
・プロジェクト管理関連（業務実施計画書、プロジェクト管理資料等）
・設計関連（システム仕様書（パッケージ部分）、設計書、カスタマイズ設計書、設定シート等）
・テスト関連（テスト計画書、テスト結果報告書等）
・システム起動及び停止手順書
・クライアント端末設定手順書
・システム保守緊急時連絡体制図及び連絡先
・研修関連（研修マニュアル等）
・システム操作マニュアル（一般ユーザー用・管理者用）
・議事録
・その他運用管理上必要なドキュメント類
・メーカーによる製品マニュアル
・上記ドキュメントを格納した電子媒体一式

※ドキュメントは紙媒体１部及び電子媒体で作成し納品すること。またファイル形式は、原則として
Microsoft Word、Excel、PowerPointのいずれかの編集可能な形式とすること。ただし製品マニュアル等の
既製ドキュメントで適宜更新されるもの(市による更新が不要)については、PDFも可とする。

納入期限及び場所 納入期限及び場所 75
納入期限  令和９年４月１日（日にちについては要協議）
納入場所  埼玉県川口市青木５丁目１３番１号 川口市上下水道局上水道維持課

保守 保守内容 76
納品後、別途契約にて保守を行うこと。

77
本構築に精通したものがシステム保守を行うこと。

78
保守体制を提示すること（障害時の連絡体制を含む）。

79
以下の時間はシステムの稼働を維持すること。
・平日8：00〜23：00 or24時間365日（事前連絡がある場合のメンテナンスを除く）

80

問い合わせは下記の時間帯で対応可能なこと。
・電話     ：平日8:30〜17:15
・メール    ：24時間365日
・オンコール対応：平日8:30〜17:15

※なお緊急時の障害受付・対応については、時間を問わず迅速に対応すること。

81
本市からのシステム利用上の質問などの問い合わせに対応すること。質問の回答は誠実に対応し２日以内に
１次回答を行うこと。

82

・不具合や障害等発生時には速やかに原因の切り分けをし、解消させること。また本市に適宜報告を行うこ
と。
・必要に応じてシステム及びミドルウェア等のパッチ適用やエラーログ解析、現地対応など適切な作業をと
ること。
・問題解消後には再発防止策を講じ、３営業日以内に発注者に書面（原因・対応内容・再発防止策など）で
報告すること。

83
緊急時のオンコール対応は原則として２４時間以内に現地に到着すること。

84
リビジョンアップやバージョンアップ等が必要となった場合は、カスタマイズ部分を含み作業対応するこ
と。

85
システム運用中に仮想基盤に起因する性能問題が生じた際には、影響が生じた処理や時間帯の特定等につい
て調査協力をすること。

86
大規模災害等の特別な状況を除き、業務及び市民サービスに影響を与える障害発生時においては、障害検知
時から原則２４時間以内を目安に障害復旧をすること。

87
障害時のリカバリポイントは障害が発生する直前のデータまでを復旧すること。または最新のバックアップ
データからデータの復元を行うこと。

88
導入するシステム（ミドルウェアなどシステム構成するものを含む）の使用料を含むこと。

ドキュメント更新 89
導入後の保守または依頼作業等により構成が変更となった場合はドキュメントの修正を行うこと。

保守体制 90
本構築に精通したものがシステム保守を行うこと。

91
保守体制を適宜提示すること（障害時の連絡体制を含む）。

システム保守適用範囲 92

以下をシステム保守の適用範囲とする。
・システムのパッケージ部分（ミドルウェア等を含む）及び構築時に実装した機能
・定期／不定期に行われるパッケージのリビジョンアップ、バージョンアップ等の適用
 内容例：製品の機能強化、不具合対応



基本要件定義書

大分類 小分類 No 機能要件

対応可否
(対応可、代
替案、対応不

可)

備考

システム保守適用除外項目 93

以下の適用除外項目が発生した場合は、本市から別途見積を依頼することとする。
・構築時に実装されなかった機能で大規模なカスタマイズが必要な改修
・構築時に実装した仕組みを根本的に変えなければならない改修

疑義 94

要件定義書に定めのない事項又は疑義が生じた場合は、発注者と受注者で協議し、発注者の指示に従うもの
とする。また明記なき事項であっても、業務上当然必要とみとめられる事項については、要件の範囲とす
る。

その他 瑕疵担保 95
納品後、成果品に瑕疵が発見された場合は、受注者の負担において速やかにこれを修正すること。

96
納品後、品質基準を満たしていないことが判明した場合は、受注者の負担において再検査し、不良箇所を修
正すること。

再委託 97
業務の全部又は大部分を第三者に再委託しないこと。

提案書の位置づけ 98
提案書に記載の事項は、契約時の仕様の一部とする。
なお要件定義書と提案書の内容に異なる点がある場合は、協議の上、仕様を決定するものとする。

著作権 99
本業務で作成される地図データの著作権は本市に帰属するものとする。ただし市販地図データなど本業務以
前に事業者及び第三者が保有していた著作権については除く。

100
本業務で作成したドキュメントの著作権は本市に帰属する。システム固有のものは除く。

101
本業務で知り得た情報について、受注者は本市の許可なく第三者への公表、貸与、複製、流用、破棄を行っ
てはならない。

機密保持 102
本市から提供された資料やデータ類については、万全の管理を行うとともに、本業務以外の目的で使用して
はならない。



【情報提供依頼内容】

・機能要件定義の各項目について、対応可否(対応可、代替案、対応不可)
をご回答ください。またカスタマイズとなる項目については、項目ごとに概算費用を
　ご回答ください。
・機能要件定義の各項目について、意見等がありましたら情報提供してください。
・機能要件定義に記載されていないが、記載することが望ましい事項等がありましたら
　情報提供してください。

給水装置工事管理システム

【 機能要件定義 】

事業者名



機能要件定義書

大分類 小分類 No 機能 機能要件 必須

対応可否
(対応可、代
替案、対応不

可)

備考

給水台帳 新規登録 1 申請者情報登録
工事申請者の情報が入力できること。
項目：会社名、支店名、役職、住所、氏名、連絡先

○

2 工事場所登録 工事を行う地番・住所が登録できること。 ○

3 工事番号登録
各年度ごとの通し工事番号が付与できること。(年度)-(工事種類)-(通し番号)
例：24-A-0001

○

4 申請日登録
各申請のタイミングで日付が登録されること。
例：事前打合せ、設計審査、竣工検査

○

5 工事内容登録
工事申請の大まかな内容が登録できること。
例：道路工事の有無、分岐口径、被分岐口径、給水方式、協議の有無

○

6 工事事業者登録 申請を行った指定給水装置工事事業が登録できること。 ○

7 手数料登録 給水装置工事の申請手数料について登録できること。 ○

8 加入金登録 水道利用加入金を金額を入力できること。 ○

9 追加・還付登録 申請手数料、水道利用加入金についての追加・還付の金額が登録できること。 ○

10 納付書番号登録 申請手数料、水道利用加入金の納付書番号が登録できること。 ○

11 金額の計算 申請手数料、水道利用加入金の支払い金額が計算できること。 ○

12 水栓番号 既存の水栓番号が存在するときには水栓番号が登録できること。 ○

13 備考欄 申請に特記事項があった場合に入力できる自由欄があること。

14 連続登録
ひとつ前の登録情報から指定した登録情報を引き継いだ状態で新規の登録ができる
こと。

発行 15 納付書の発行 申請手数料、水道利用加入金の納付書が発行できること。 ○

16
一括支払いの納
付書発行

複数の工事の支払いを一括で払えるように納付書が発行できること。

検索 17 指定事業者検索 指定工事事業者で検索ができること。 ○

18 工事場所検索 工事を行う地番・住所で検索ができること。 ○

19
工事場所検索
(あいあまい検
索)

工事を行う地番・住所が一部の情報のみでも検索ができること。
例：青木一丁目、青木 など

20 申請者検索 申請者名で検索ができること。 ○

21
申請者検索(あ
いまい検索)

申請者名が一部に情報のみで検索できること。

22 日付検索 申請日で検索ができること ○

23 期間検索 指定した期間で申請を検索できること。
24 工事番号検索 工事番号で検索ができること。 ○

25
工事番号検索
(あいまい検索)

工事番号の一部の情報のみでも検索ができること。

26 水栓番号検索 水栓番号で検索ができること。 ○

27 納付書番号検索 納付書番号で検索ができること。
修正 28 登録事項修正 各入力内容に対して修正がかけられること。 ○

削除 29 登録事項削除 登録した内容が削除できること。削除時には2段階認証以上とする。 ○

野帳 新規登録 30
新規水栓番号登
録

新しく発行する水栓番号が登録できること。 ○

31 メータ情報登録 設置したメータの情報が登録できること。 ○

32 検査種別登録 検査を行う種別が登録できること。 ○

33 寄付申込登録 寄付申込の有無や受付番号が登録できること。 ○

34 立会検査登録 立会検査の有無が登録できること。

35 立会検査日登録
立会検査日が登録できること。
また、立会検査日が複数日ある場合には期間で登録できること。

○

36 備考欄 検査時に特記事項があった場合に入力できる自由欄があること。 ○

37 測定水圧登録 現地で測定した水圧と時間が登録できること。

データ連携 38
給水台帳データ
連携

登録されている台帳の情報が反映されること。 ○

39
道路掘削申請
データ連携

登録されている道路掘削申請と連携して情報が反映されること。 ○

検索 40 指定事業者検索 指定工事事業者で検索ができること。 ○

41 工事場所検索 工事を行う地番・住所で検索ができること。 ○

42
工事場所検索
(あいあまい検
索)

工事を行う地番・住所が一部の情報のみでも検索ができること。
例：青木一丁目、青木 など

○

43 申請者検索 申請者名で検索ができること。 ○

44
申請者検索(あ
いまい検索)

申請者名が一部に情報のみで検索できること。 ○

45 日付検索 申請日で検索ができること ○

46 期間検索 指定した期間で申請を検索できること。 ○

47 工事番号検索 工事番号で検索ができること。 ○

48
工事番号検索
(あいまい検索)

工事番号の一部の情報のみでも検索ができること。 ○

49 水栓番号検索 水栓番号で検索ができること。 ○

50
メーター情報検
索

メーター情報で検索ができること。 ○

51
メーター情報検
索
(あいまい検索)

メーター情報の一部情報で検索ができること。 ○



大分類 小分類 No 機能 機能要件 必須

対応可否
(対応可、代
替案、対応不

可)

備考

52 工事内容検索 工事内容についての検索ができること。
53 寄付申込検索 寄付申込の有無や受付番号の検索ができること。 ○

54 立会検査検索
立会検査日が検索できること。
また、期間を設定して検索できること。

○

55 事前協議検索 事前協議の掛かっているものが検索できること。
修正 56 登録事項修正 各入力内容に対して修正がかけられること。 ○

削除 57 登録事項削除 登録した内容が削除できること。削除時には2段階認証以上とする。 ○

竣工検査日程 新規登録 58 検査予定登録 指定した日付の車両ごとに検査する工事を時間の枠ごとに登録できること。 ○

出力 59 予定表出力 指定した日付の車両ごとに予定表が様式で出力されること。 ○

60 備考欄 検査時に特記事項があった場合に入力できる自由欄があること。 ○

データ連携 61
給水台帳データ
連携

登録されている台帳の情報が反映されること。 ○

検索 62 指定事業者検索 指定工事事業者で検索ができること。 ○

63 水栓番号検索 水栓番号で検索ができること。 ○

64 日付検索 申請日で検索ができること ○

65 期間検索 指定した期間で申請を検索できること。 ○

66 工事番号検索 工事番号で検索ができること。 ○

67
工事番号検索
(あいまい検索)

工事番号の一部の情報のみでも検索ができること。 ○

68 検査車両検索 検査車両で検索ができること。 ○

修正 69 登録事項修正 各入力内容に対して修正がかけられること。 ○

削除 70 登録事項削除 登録した内容が削除できること。削除時には2段階認証以上とする。 ○

道路掘削申請受付簿 新規登録 71 受付区分登録 申請を受け付けた係ごとに登録ができること。 ○

72 受付番号登録 登録した係ごとにかつ年度ごとに受付番号が附番できること。 ○

73 道路種別登録 道路種別の登録ができること。 ○

74 申請者情報登録
工事申請者の情報が入力できること。
項目：会社名、支店名、役職、住所、氏名、連絡先

○

75 工事場所登録 工事を行う地番・住所が登録できること。 ○

76 申請日登録
各申請のタイミングで日付が登録されること。
例：受付日、送付日、許可日

○

77
道路掘削延長登
録

道路掘削の範囲が登録できること。縦、横、深さ ○

78 工事事業者登録 申請を行った指定給水装置工事事業が登録できること。 ○

79 許可書登録 各管理者から発行される許可書情報が登録できること。 ○

80 復旧情報登録 工事の復旧についての内容が登録できること。
81 舗装復旧管理 道路復旧を管理することができること。
82 備考欄 申請に特記事項があった場合に入力できる自由欄があること。

データ連携 83
給水台帳データ
連携

登録されている台帳の情報が反映されること。

検索 84 指定事業者検索 指定工事事業者で検索ができること。 ○

85
指定工事事業者
検索(あいまい
検索)

指定工事事業者の一部の情報のみでも検索できること。

86 工事場所検索 工事を行う地番・住所で検索ができること。 ○

87
工事場所検索
(あいあまい検
索)

工事を行う地番・住所が一部の情報のみでも検索ができること。
例：青木一丁目、青木 など

88 申請者検索 申請者名で検索ができること。 ○

89
申請者検索(あ
いまい検索)

申請者名が一部に情報のみで検索できること。

90 日付検索 申請日や許可日等で検索ができること ○

91 期間検索 指定した期間で申請を検索できること。 ○

92 工事番号検索 工事番号で検索ができること。 ○

93 受付区分検索 受け付けた係ごとに検索ができること。 ○

94 道路種別検索 道路種別で検索ができること。 ○

修正 95 登録事項修正 各入力内容に対して修正がかけられること。 ○

削除 96 登録事項削除 登録した内容が削除できること。削除時には2段階認証以上とする。 ○

撤去申請受付簿 新規登録 97 受付番号登録 年度ごとに受付番号が附番できること。 ○

98 申請者情報登録
工事申請者の情報が入力できること。
項目：会社名、支店名、役職、住所、氏名、連絡先

○

99 工事場所登録 工事を行う地番・住所が登録できること。 ○

100 申請日登録
各申請で日付が登録されること。
例：受付日、施工日

○

101 工事事業者登録 申請を行った指定給水装置工事事業が登録できること。 ○

102 探知登録 探知についての情報が登録できること。 ○

103 撤去理由登録 撤去する理由について登録ができること。 ○

104 備考欄 申請に特記事項があった場合に入力できる自由欄があること。

データ連携 105
道路掘削申請
データ連携

登録されている道路掘削申請と連携して情報が反映されること。 ○

106
給水装置廃止届
データ連携

登録されている給水装置廃止申請と連携して情報が反映されること。 ○

検索 107 指定事業者検索 指定工事事業者で検索ができること。 ○



大分類 小分類 No 機能 機能要件 必須

対応可否
(対応可、代
替案、対応不

可)

備考

108
指定工事事業者
検索(あいまい
検索)

指定工事事業者の一部の情報のみでも検索できること。

109 工事場所検索 工事を行う地番・住所で検索ができること。 ○

110
工事場所検索
(あいあまい検
索)

工事を行う地番・住所が一部の情報のみでも検索ができること。
例：青木一丁目、青木 など

111 水栓番号検索 水栓番号で検索ができること。 ○

112 日付検索 申請日や許可日等で検索ができること ○

113 期間検索 指定した期間で申請を検索できること。
114 道路種別検索 道路種別で検索ができること。 ○

修正 115 登録事項修正 各入力内容に対して修正がかけられること。 ○

削除 116 登録事項削除 登録した内容が削除できること。削除時には2段階認証以上とする。 ○

指定給水装置工事事
業者

新規登録 117 指定番号登録 指定工事事業者の指定番号が任意で登録できること。 ○

118 指定日登録 指定工事事業者に登録された日付が登録できること。 ○

119 納付書番号登録 申請手数料、更新手数料の納付書番号が登録できること。 ○

120
工事事業者名登
録

指定工事事業者の名称が入力できること。 ○

121 本店住所登録 本店住所が入力ができること。 ○

122 営業所登録 営業所の住所が登録できること。 ○

123 電話番号登録 連絡先が登録できること。 ○

124 代表者名登録 代表者の役職名、氏名が登録できること。 ○

125
主任技術者の登
録

主任技術者が登録できること。 ○

126
配管技能者の登
録

配管技能者が登録できること。

127 届出履歴の登録 指定工事事業者の変更申請が登録できること。 ○

128 帳票の登録 市指定の様式を登録できること。
発行 129 納付書の発行 申請手数料、更新手数料の納付書が発行できること。 ○

130 帳票の発行 登録した様式で帳票が発行できること。
検索 131 指定番号検索 指定番号で検索ができること。 ○

132 事業者名検索 指定工事事業者名で検索ができること。 ○

133
指定工事事業者
検索(あいまい
検索)

指定工事事業者の一部の情報のみでも検索できること。

134 地区別検索 川口市内の地区ごとに検索ができること。
修正 135 登録事項修正 各入力内容に対して修正がかけられること。 ○

削除 136 登録事項削除 登録した内容が削除できること。削除時には2段階認証以上とする。 ○

各協議申請受付簿 新規登録 137 主協議登録
主となる協議が登録できること。
開発、位置指定、中高層、増圧、中高層契約など

○

138 受付番号登録 協議ごとに受付番号が附番できること。(年度ごと) ○

139 申請者情報登録
工事申請者の情報が入力できること。
項目：会社名、支店名、役職、住所、氏名、連絡先

○

140 工事場所登録 協議箇所の地番・住所が登録できること。 ○

141 申請日登録 各申請の日付が登録されること。 ○

142 件名登録 協議件名が入力できること。 ○

143 関連協議登録
関連する協議が登録できること。
開発、位置指定、中高層、増圧、中高層契約など

○

144
直結メーター登
録

協議内容で設置する直結メーターについて登録できること。

145 縦断管登録 協議内容で縦断管の内容が登録できること。

146
各戸メーター登
録

協議内容で設置する各戸メーターについて登録できること。

147 貯水槽登録 協議内容で設置する増圧ポンプについて登録できること。
148 増圧ポンプ登録 協議内容で設置する貯水槽について登録できること。
149 備考欄 申請に特記事項があった場合に入力できる自由欄があること。

検索 150 主協議検索 主となる協議名で検索ができること。 ○

151 受付番号検索 各協議の受付番号で検索できること。 ○

152 工事場所検索 工事を行う地番・住所で検索ができること。 ○

153
工事場所検索
(あいあまい検
索)

工事を行う地番・住所が一部の情報のみでも検索ができること。
例：青木一丁目、青木 など

154 申請者検索 申請者名で検索ができること。 ○

155
申請者検索(あ
いまい検索)

申請者名が一部に情報のみで検索できること。

156 日付検索 申請日等で検索ができること
157 期間検索 指定した期間で申請を検索できること。
158 件名検索 協議件名で検索ができること。 ○

修正 159 登録事項修正 各入力内容に対して修正がかけられること。 ○

削除 160 登録事項削除 登録した内容が削除できること。削除時には2段階認証以上とする。 ○

中高層集合住宅等 新規登録 161 受付番号登録 受付番号が附番できること。(年度ごと) ○

申請受付簿 162 申請日登録 各申請の日付が登録できること。 ○



大分類 小分類 No 機能 機能要件 必須

対応可否
(対応可、代
替案、対応不

可)

備考

163 中間検査日登録 中間検査合格日の日付が登録できること。 ○

164
親メーター検査
日登録

親メーター検査合格日の日付が登録できること。 ○

165 竣工検査日登録 竣工検査合格日の日付が登録できること。 ○

166 仮建物名称登録 仮の建物名称が登録できること。 ○

167 工事場所登録 協議箇所の地番・住所が登録できること。 ○

168 工事事業者登録 申請を行った指定給水装置工事事業が登録できること。 ○

169 申請者情報登録
工事申請者の情報が入力できること。
項目：会社名、支店名、役職、住所、氏名、連絡先

○

170 竣工予定日登録 竣工予定日が登録できること。 ○

データ連携 171
事前協議番号
データ連携

登録されている事前協議を指定し、情報が反映されること。 ○

172
給水台帳データ
連携

登録されている台帳を指定し、情報が反映されること。 ○

173
各戸メーター発
番

各戸メーター発番で登録した情報が反映されること。 ○

検索 174 受付番号検索 受付番号で検索できること。 ○

175 主協議検索 主となる協議名で検索ができること。 ○

176 受付番号検索 各協議の受付番号で検索できること。 ○

177 工事場所検索 工事を行う地番・住所で検索ができること。 ○

178
工事場所検索
(あいあまい検
索)

工事を行う地番・住所が一部の情報のみでも検索ができること。
例：青木一丁目、青木 など

○

179 申請者検索 申請者名で検索ができること。 ○

180
申請者検索(あ
いまい検索)

申請者名が一部に情報のみで検索できること。

181 仮建物名称検索 仮建物件名で検索ができること。
182 日付検索 選択した項目ごとに申請日で検索ができること ○

183 期間検索 選択した項目ごとに指定した期間で申請を検索できること。 ○

184 指定事業者検索 指定工事事業者で検索ができること。 ○

修正 185 登録事項修正 各入力内容に対して修正がかけられること。 ○

削除 186 登録事項削除 登録した内容が削除できること。削除時には2段階認証以上とする。 ○

中高層集合住宅等 新規登録 187 認定番号登録 認定番号を登録できること。 ○

認定受付簿 188 整理番号登録 年度ごとの番号が附番できること。(年度ごと) ○

189 契約年月日登録 契約を結んだ年月日が登録できること。 ○

190
認定内容変更登
録

認定した内容の変更が登録できること。 ○

191 認定解除日登録 契約解除をした日付が入力できること。 ○

192 部屋番号登録 各戸メーターに部屋番号が登録できること。 ○

193 水栓番号登録 各戸メーターに水栓番号が登録できること。 ○

194 建物名称登録 建物の名称が登録できること。 ○

195 建物場所登録 住所で場所が登録できること。 ○

196 代理人登録 代理人情報が登録できること。 ○

197 備考欄 申請に特記事項があった場合に入力できる自由欄があること。 ○

データ連携 198
事前協議番号
データ連携

登録されている事前協議を指定し、情報が反映されること。 ○

199
給水台帳データ
連携

登録されている台帳を指定し、情報が反映されること。 ○

200
中高層集合住宅
等申請受付簿
データ連携

登録されている中高層集合住宅等申請受付番号を指定し、情報が反映されること。 ○

201
各戸メーター発
番

各戸メーター発番で登録した情報が反映されること。 ○

検索 202 認定番号検索 認定番号で検索できること。 ○

203 整理番号検索 整理番号で検索ができること。
204 受付番号 申請受付簿の受付番号で検索できること。 ○

205 工事場所検索 工事を行う地番・住所で検索ができること。 ○

206
工事場所検索
(あいあまい検
索)

工事を行う地番・住所が一部の情報のみでも検索ができること。
例：青木一丁目、青木 など

○

207 申請者検索 申請者名で検索ができること。 ○

208
申請者検索(あ
いまい検索)

申請者名が一部に情報のみで検索できること。

209 建物名称検索 建物件名で検索ができること。
210 日付検索 選択した項目ごとに申請日で検索ができること ○

211 期間検索 選択した項目ごとに指定した期間で申請を検索できること。 ○

212 指定事業者検索 指定工事事業者で検索ができること。 ○

213 契約年月日検索 契約を結んだ年月日で検索ができること。 ○

214 水栓番号検索 水栓番号で検索ができること。 ○

215 給水方式検索 給水方式で検索ができること。
修正 216 登録事項修正 各入力内容に対して修正がかけられること。 ○

削除 217 登録事項削除 登録した内容が削除できること。削除時には2段階認証以上とする。 ○



大分類 小分類 No 機能 機能要件 必須

対応可否
(対応可、代
替案、対応不

可)

備考

各戸メーター発番 新規登録 218
各戸メーター製
造業者名登録

各戸メーターの製造業者を登録できること。 ○

219
各戸メーター番
号登録

各戸メーターの番号が登録できること。
年度ごとに既に登録されたメーターの数量をもとに連番で登録できること。

○

220
各戸メーター発
番日

発番日を登録できること。 ○

221
各戸メーター口
径登録

各戸メーターの口径が各メータごとに登録できること。 ○

データ連携 222
申請受付簿デー
タ連携

中高層集合住宅等申請受付簿の指定したデータをもとに、必要個数のメータが登録
できること。

○

検索 223
各戸メーター検
索

各戸メーターの製造業者で検索できること。 ○

224 製造業者検索 各戸メーターの番号で検索ができること。 ○

225 発番日検索 発番日で検索ができること。 ○

廃止申請受付簿 新規登録 226 受付番号登録 年度ごとに受付番号が附番できること。 ○

227 申請者情報登録
工事申請者の情報が入力できること。
項目：会社名、支店名、役職、住所、氏名、連絡先

○

228 工事場所登録 協議箇所の地番・住所が登録できること。 ○

229 申請日登録 申請の日付が登録できること。 ○

230 水栓番号登録 廃止する水栓番号が登録できること。 ○

231 口径登録 廃止する水栓番号の口径が登録できること。 ○

232 廃止内容登録
廃止内容が登録できること。
例：廃止保留、廃止流用、廃止放棄

○

233
共同住宅・中高
層集合住宅の登
録

共同住宅・中高層集合住宅の建物の認定内容が登録できること。 ○

234
メーター撤去日
登録

メーター撤去された日が登録できること。 ○

235 工事事業者登録 申請を行った指定給水装置工事事業が登録できること。 ○

236 理由書登録
理由書の内容が登録できること。
例：日付、理由

○

237 取消登録
申請の取消について登録できること。
例：日付、理由

238 帳票の登録 市指定の様式を登録できること。
239 備考欄 申請に特記事項があった場合に入力できる自由欄があること。

発行 240 帳票の発行 登録した様式で帳票が発行できること。 ○

データ連携 241
給水台帳データ
連携

登録されている台帳の情報が反映されること。 ○

検索 242 受付番号検索 受付番号で検索できること。 ○

243 工事場所検索 工事を行う地番・住所で検索ができること。 ○

244
工事場所検索
(あいあまい検
索)

工事を行う地番・住所が一部の情報のみでも検索ができること。
例：青木一丁目、青木 など

245 申請者検索 申請者名で検索ができること。 ○

246
申請者検索(あ
いまい検索)

申請者名が一部に情報のみで検索できること。

247 日付検索 申請日等で検索ができること ○

248 期間検索 指定した期間で申請を検索できること。
249 水栓番号検索 水栓番号で検索ができること。 ○

250 廃止内容検索 登録された廃止の内容ごとに検索できること。 ○

修正 251 登録事項修正 各入力内容に対して修正がかけられること。 ○

削除 252 登録事項削除 登録した内容が削除できること。削除時には2段階認証以上とする。 ○

日計表 発行 253 日計表発行 指定日に収納した金額の内訳が発行されること。 ○

254 日別収納表発行 指定月の収納した金額の内訳が日別表示で発行されること。 ○

255 月報
指定月の申請件数、金額が項目ごとに前月累計、当月、年度累計の比較として発行
されること。

○

256
加入金日別収納
表発行

指定月の収納した水道利用加入金の内訳が日別表示で発行されること。 ○

257
月別水道利用加
入金内訳発行

指定月の収納した水道利用加入金の詳細な内訳が発行できること。 ○

258 月別収納表発行 指定年度の収納した金額が月別で発行されること。 ○

259 年報 指定年度の申請件数、金額が各月表示で発行されること。 ○

260
加入金日月収納
表発行

指定年度の収納した水道利用加入金の内訳が月別表示で発行されること。 ○

261
年度別水道利用
加入金内訳発行

指定年度の収納した水道利用加入金の詳細な内訳が発行できること。 ○


